
 

品質不適切行為の再発防止策に対する当社グループの取り組みについて 

2022 年 4 月 22 日 

 

 2018 年 6 月 7 日付「品質検査上の不適切行為に関する再発防止策について」にて公表した再発防止策の進捗

状況につきまして、以下の通りご報告いたします。なお、2019 年度以降、当社統合報告書におきましても、品質

への取り組みにつきまして報告をしておりますので、あわせてご覧ください。 

https://www.ube.co.jp/ube/jp/ir/ir_library/integrated_report/index.html 

 

Ⅰ．取締役会は品質に関わる内部統制を強化する 

取締役会にて 2019 年度以降年２回、品質に関する報告を実施しています。また、本社役員会議（現：経営会

議［品質］）にて品質に関する課題を取り上げ、品質経営の強化に取り組んでいます（2019 年度年間 4 回、2020

年度以降年間 3 回開催）。同会議では、再発防止策の遂行状況と有効性に対する評価を行い、必要に応じて関係

各所への適切な指示を実施しています。 

 

Ⅱ．経営陣は、品質重視の姿勢を明確にし、意識改革に率先して取り組む 

１）グループ経営方針の策定 

「UBE 経営理念」及び「UBE 経営方針」を 2019 年 4 月に刷新し、経営方針の一つとして「品質」を明記

しています。また、経営理念及び経営方針に基づき、「UBE グループ品質基本指針」を 2019 年４月に制定

し、「ステークホルダーの信頼を得るため、安全と安心を常に意識し、お客様に満足していただける品質の

製品、サービスを開発、提供する」との、経営の姿勢を明確に社内外に提示しました。 

２）継続的なトップメッセージの発信 

従業員に対して、コンプライアンス重視の姿勢を示すトップメッセージの発信を社内向けホームページにて

継続的に行っています。2020 年度以降、毎年 11 月の品質月間中に、全従業員に向けて社内向けホームペー

ジの「社長の部屋」にて品質に関するメッセージの発信を継続しています。 

３）役員に対する社外専門家による教育 

社外コンサルタントによる品質に特化した役員研修を 2018 年度より合計 5 回開催しました。今後も毎年 1

回のペースで継続実施し、グループ会社の役員等にも拡大して実施する計画です。 

 

Ⅲ．当社グループ構成員全員の、「品質に対する意識」「お客様目線での判断」を植え付け、風土改革を図るため

の以下施策を実施する。 

１）「UBE グループ品質基本指針」の周知と「私達の行動指針」の改定、教育 

UBE グループ品質基本指針をホームページ、およびグループ会社各所に掲出し、周知に取り組んでいます。

また、UBE グループの行動規範である「私達の行動指針」を改定し、品質に関する最新情報の入手、および

遵守、お客様との取り決めの遵守等、品質重視の姿勢を明確にしました。さらに、品質重視の認識の浸透度

合いを把握するため、2019 年、2021 年に品質意識調査を実施し、2019 年には 8 千人超、2021 年には 1 万

人超の UBE グループ従業員から品質に対する考えについての回答を得ました。本調査結果の分析を通じ、

これまで実施してきた施策の効果の把握、次の施策への反映に努めています。品質意識調査は今後も継続し

て実施します。 

２）品質啓発活動 

2018 年度より「品質統一スローガン」の社内公募を実施しています。毎年数百作品の応募があり、この中か

ら社長賞として選ばれた最優秀作品を社内向けホームページや UBE グループ各所に掲出することによって、

https://www.ube.co.jp/ube/jp/ir/ir_library/integrated_report/index.html


各職場における品質に対する意識の啓発に活用しています。2020 年度より毎年 11 月の品質月間に全国の

UBE グループ主要拠点をオンラインで接続する「グループ品質大会」を開催し、優れた品質活動に取り組ん

だ組織や個人を表彰し、品質意識の高揚に努めています。併せて、現場からの事例発表や外部専門家による

品質に関する講演を実施することによって、知識の習得と横展開に努めています。また、品質活動に関する

現状の把握および啓発活動の成果を明確にするとともに、前例踏襲に異を唱えない組織風土が不適切な行為

の自主的な改善を阻害した面があったことを踏まえ、問題を見過ごさない風土の醸成に取り組んでいます。 

３）コンプライアンス意識の向上、および品質教育体系の整備と実施 

品質教育のあり方を見直し、従業員の職務に応じた教育プログラムを作成し、品質に関する基本的な遵守事

項やお客様と締結する契約内容の理解、また品質不適切事例の振り返り等、実務に即した教育プログラムを

継続的に運用しています。品質・コンプライアンス・法令等に関する基本知識・技能に係る教育体系を整備

したほか、毎年実施しているコンプライアンス e-ラーニングにおいて、品質に関するテーマを取り上げ、全

従業員に対しルール遵守を徹底する教育を実施しています。 

４）品質保証を担う人材の計画的な育成 

各事業の品質保証部門ならびにグループ会社の品質保証部門に対し、品質認識教育を継続して実施し、将来

の品質保証を担う人材の育成を行っています。また、新たに着任する品質マネジメントシステムの責任者に

対しては着任時に品質教育を実施しています。 

 

Ⅳ．当社グループの品質保証に関する統制と関連部署間の連携強化を図るため、組織再編を含めた以下の施策を

実施する 

１）グループ品質統括責任者（役員）の配置、および品質統括部（現：品質保証部に機能移管）の新設 

UBE グループ全体の品質内部統制を強化するため、2018 年に社長直下にグループ品質統括役員を配置しま

した。併せて、本社部門主導の品質内部統制活動を統括する品質統括部を 2018 年 6 月に設置し、品質監査、

品質不適切行為の未然防止、全社教育および啓発活動を実施しています。 

２）グループ品質委員会の新設 

経営陣への品質に関わる案件の報告を行う会議体として、2019 年度より「グループ経営会議［品質］」（現：

「経営会議［品質］」、毎年 3 回開催）を新設し、各事業部門の品質に関する活動の統制を強化しています。 

３）事業部門の組織体制の見直し 

事業部門においては、品質保証部門を工場組織から分離し、品質保証部門の独立性を確保しました。加えて、

品質保証と品質管理の職務機能を明確に分離することで、双方の牽制を可能とする体制にしました。 

４）事業部門における目標管理の有効性の向上 

マネジメントシステム管理規定を見直し、各事業部門におけるマネジメントレビューの有効性の向上を図り

ました。マネジメントレビューに求められる要求項目（INPUT）を明確にした様式へ改訂し、トップからの

指示事項（OUTPUT）については、品質保証部がその是正・改善対策および横展開の実施を主導し、施策内

容を精査することで、有効性の向上に努めています。 

５）品質に関わる監査の強化 

監査部による監査を強化するとともに、品質保証部も内部統制部門として品質不正防止（牽制）に主眼を置

いた監査を実施しています。また、定期に実施する内部監査とは別に、被監査部署の職務内容に応じた重点

評価を実施するテーマ監査を実施しています。 

６）品質に関わる通報・連絡体制の整備 

品質に関する問題発生時の組織間での情報の迅速な共有化を図るため、2018 年 12 月に品質ネガティブ情報

取り扱い規程を制定し、品質ネガティブ情報の定義、取り扱い、原因の究明及び再発防止策の策定に関する

ルールを明確にしました。また、UBE グループの内部通報制度（UBE C-Line）の活用の充実を図るため、



2018 年 6 月より通報窓口に品質統括部長（現：品質保証部長）を加えました。 

７）グループ会社の統制 

グループ会社の品質に関わる運営状況の妥当性についての監視体制を強化することを目的として、品質統括

部(現；品質保証部)が各社の監査を行っています。また、本社とグループ会社の品質保証部長によるグルー

プ品質担当者会議を 2019 年度から毎年 3 回行い、経営会議［品質］での審議・決定事項の周知を図ること

によって、UBE グループとしての情報共有を進めています。 

 

Ⅴ．品質に関する基盤を強化するため、以下施策を実施する。 

１）人の関与を排した品質システムへの移行促進 

人が関与する品質保証システムが不正の機会を与えたとの認識の下、人の関与を極力排したシステムを順次

導入しています。品質不適切事案が長期に継続された原因の一つに、製品毎に独自の品質検査記録管理シス

テムが構築され、問題の有無が把握できていなかったことにありました。この是正策として品質検査管理シ

ステムの統合を図り、システム運用に関する監視の強化を推進しています。また、分析機器と前述のシステ

ムとのネットワーク接続、検査結果転記や報告書作成の自動化を進め、数値改ざん等の検査不正の防止、ロ

グ記録による履歴管理強化、作業の効率化を図っています。 

２）品質に関わる経営資源の投入を確実に行うための対応 

品質に関わる経営資源の不足に関する情報は、マネジメントレビューのインプット情報とし、審議される仕

組みとしました。また、同一職場での長期滞留者の存在が問題の一因になったことを受け、品質保証部長が

リソース監視ならびにローテーションの要否を判断しています。 

 

以上の通り、再発防止のための仕組みを構築し、各施策を継続して実施しています。今後もより実効性を高める

ための改善活動を継続し、上記施策の確実な実施とお客様への安心・安全な製品の提供を進めてまいります。 

 

 


